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KPMGサステナブルバリューサービス・ジャパンは、その前身組織の
1つであるKPMGジャパン統合報告アドバイザリーグループとして
初めてセミナーを開催した2012年より、さまざまな情報提供を行って
います。

私どもは、開催したセミナーにご参加いただいた方を対象に、
アンケートを通じて意識調査を行い、その結果を2016年より毎年
公表しています。その最新の結果を「日本の企業報告の取組みに関する
意識調査」と題し、最新の調査結果を取りまとめました。

「日本の企業報告に関する調査2022」と併用いただき、企業報告の
取組みに関する現状理解の一助としていただければ幸いです。
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調査概要

開催年月 セミナー名 開催場所 参加者 回答者 回答率

2023年4月 企業報告セミナー「企業報告の現状と未来を考える2023」 ウェブによるライブ配信 234名 142名※ 61%

2022年 4月 企業報告セミナー「企業報告の現状と未来を考える2022」 ウェブによるライブ配信 489名 459名※ 94%

2021年 3月 企業報告セミナー「企業報告の現状と未来を考える2021」 ウェブによるライブ配信 412名 381名※ 92%

2020年 4月 日本企業の統合報告に関する動向2019 ウェブによるライブ配信 366名 326名※ 89%

2019年 3月 日本企業の統合報告書に関する動向2018 東京／浜松／名古屋／大阪 558名 460名 82%

2018年 3月 日本企業の統合報告書に関する動向2017 東京／浜松／名古屋／大阪 464名 372名 80%

2017年 3月 日本企業の統合報告書に関する動向2016 東京／浜松／名古屋／大阪 350名 295名 84%

2016年 4月 日本企業の統合報告書に関する動向2015 東京／名古屋／大阪 241名 212名 88%

2015年 6月 日本企業の統合報告書 事例解説 東京／名古屋／大阪 245名 210名 86%

2014年 1月 最終版公表 国際統合報告フレームワークの解説と企業における取組み 東京／名古屋／大阪 282名 230名 82%

2013年 7月 国際統合報告フレームワーク（公開草案）の解説と統合報告の実践事例 東京／大阪 134名 114名 85%

2012年12月 コーポレートコミュニケーションの新潮流 東京 170名 123名 72%

3,945名 3,324名 84%

※ライブ配信セミナーでは、質問ごとに回答者数が異なるため、回答が最も多かった質問の回答者数を記載しています。

2012年12月～2023年4月

KPMGサステナブルバリューサービス・ジャパン主催
（旧組織名での開催を含む）の以下のセミナー参加者
のべ3,945名（オンデマンド配信の視聴者数は含まれておりません）

のべ3,324名（回答率：84％）

セミナー会場での紙面によるアンケート、
受講登録時のアンケート、セミナー中の
ライブアンケート、セミナー終了後のアンケート

調査期間

調査対象

回答者数

調査方法

調査概要
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セミナー参加者の所属部門または担当業務

■その他…環境部、管理部、法務部、機関投資家、学者・研究者等

調査概要（続き）

調査概要
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2023年
（111名）

2022年
（459名）

2021年
（412名）

2020年
（366名）

2019年
（558名）

2018年
（464名）

2017年
（350名）

2016年
（241名）

2015年
（245名）

2014年
（282名）

2013年
（134名）

2012年
（170名）

■ IR ■経営企画 ■ CSR ■広報 ■財務経理 ■サステナビリティ ■総務 ■コーポレートコミュニケーション ■その他
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調査結果

調査結果

「作成している」との回答が、2022年から15ポイント増加し、7割を超えました。
2023年4月にKPMGジャパンが発行した「日本の企業報告に関する調査2022」で
も、日経平均株価※（以下、日経225）の構成銘柄となっている企業に占める

発行企業の割合が91%と、昨年から3ポイント増加しており、引き続き増加傾向
にあります。
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2012年
（120名）

2013年
（106名）

2014年
（218名）

2015年
（207名）

2016年
（202名）

2017年
（281名）

2018年
（358名）

2019年
（437名）

2020年
（326名）

2021年
（381名）

2022年
（459名）

2023年
（109名）

※日経平均株価（日経225）は株式会社日本経済新聞社の登録商標または商標です｡

「統合報告書」の作成状況は？（経年比較）Q 1 .

■作成している ■作成していない
■すでに作成している ■次年度作成予定である ■検討中である ■作成予定はない

2023年
2012年〜2022年

https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2023/04/sustainable-value-corporate-reporting.html
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調査結果（続き）

調査結果
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2022年
（459名）

2023年
（109名）

33%

60%

2% 22% 43%

40%

2022年
（459名）

2023年
（110名）

統合報告書とは別の独立したサステナビリティ報告書の作成状況は、「作成して
いる」との回答が60%となりました。「日本の企業報告に関する調査2022」では、
日経225構成企業のうち、サステナビリティ報告書を発行している企業は55%と、

前年より4ポイント減少しましたが、本セミナーの参加企業においては増加傾向
にあり、日経225構成企業に占める発行企業の割合と同程度となっています。

「統合報告書」および統合報告書とは別の独立した「サステナビリティ報告書」の作成状況は？（経年比較）Q 2 .

統
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告
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ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
報
告
書

■作成している ■作成していない
■すでに作成している ■次年度作成予定である ■検討中である ■作成予定はない

2023年
2012年〜2022年

https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2023/04/sustainable-value-corporate-reporting.html
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調査結果（続き）

調査結果
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Q2にて、統合報告書、サステナビリティ報告書を、「作成している」（2023年）、
「すでに作成中」もしくは「次年度作成予定」（2022年）と回答した方について、
それぞれの想定利用者を聞きました。その結果、2022年に引き続き、統合報告書
は「投資家」、サステナビリティ報告書は「マルチステークホルダー」との回答が
最多となりました。

また、どちらの媒体も、想定利用者を「投資家」とした割合が増加しています。
投資家とのエンゲージメントに統合報告書を活用し、企業価値を高めようとする
意識の広まりや、サステナビリティに関わる情報への投資家の関心の高まりが
表れています。

「統合報告書」と「サステナビリティ報告書」、それぞれの主たる想定利用者は？（経年比較）Q 3 .

※Q2の回答が「作成している」（2023年）、「すでに作成している」もしくは「次年度作成予定である」（2022年）の回答者

■投資家 ■マルチステークホルダー ■顧客 ■従業員 ■取引先 ■就職希望者 ■ NGO ■地域住民 ■回答なし

統
合
報
告
書

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
報
告
書
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調査結果（続き）

調査結果
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統合報告、サステナビリティ報告の推進にあたり、経営層で最も関与していると
の回答は、いずれも2022年と同じく、「担当執行役（員）」が最多となり、次いで
「社長／CEO」となりました。また、「社長／CEO」と回答する割合は、いずれも
前年から増え、特にサステナビリティ報告では11ポイントも増加しています。
経営に責任を有する者の関与の広がりが表れたものと考えられます。

組織の中長期的な取組みが、企業価値（統合報告）や、経済・環境・社会（サス
テナビリティ報告）とどう結びつくのかを、経営に責任を有する者の視点で説明
することが求められています。そして、その推進を主導することは説明責任を
果たすことにつながると言え、より一層の関与の拡大が期待されます。

※Q2の回答が「作成している」（2023年）、「すでに作成している」もしくは「次年度作成予定である」（2022年）の回答者

「統合報告」と「サステナビリティ報告」、それぞれの推進にあたり、経営層で最も関与しているのは？（経年比較）Q 4 .

統
合
報
告

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
報
告

■取締役会 ■社長／CEO ■ CFO ■担当執行役（員） ■経営層の関与なし ■回答なし
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調査結果（続き）

調査結果

n=111

76%

51%

50%

43%

41%

20%

9%

報告書作成のスケジュールの共有と合意
（有報提出に間に合わせるための調整等）

それぞれの専門領域に関する共通理解
（会計監査、環境課題等）

企業報告に対する取締役会やCEOによる
リーダーシップの発揮

それぞれの報告書の目的や意義の認識共有

相互の業務に関する共通理解
（業務プロセス、想定利用者、関連先部署等）

上記以外の課題

意思決定者が異なることによる調整の煩雑さ
（コンフリクトの調整等）

「統合報告書」、「有価証券報告書」、「サステナビリティ報告書」における報告内容の連携を図る際の課題は？（複数回答、3つまで）Q 5 .

統合報告書、有価証券報告書、サステナビリティ報告書における報告内容の連携
を図る際の課題としては、「それぞれの報告書の目的や意義の認識共有」との
回答が76%と最多でした。多くの組織で、媒体ごとの目的適合性を意識したうえ
で連携しようとする姿勢がうかがえます。
次いで、回答の多かった課題は「報告書作成のスケジュールの共有と合意」と
「企業報告に対する取締役会やCEOによるリーダーシップの発揮」の2つで、とも
に半数程度となりました。複数の部門横断で連携するためには、スケジュールの

共有と合意が必要なのはもちろんのこと、トップマネジメントのリーダーシップ
については、部門横断の連携を進める際の推進力としての役割だけでなく、
レポートを問わず一貫したメッセージを明確化してもらう必要があるとの認識が
表れています。
いずれの課題も、連携する際に必要な観点です。これら課題を解消し、連携を
深めることにより、組織のパーパス実現に向けた道筋を示す企業報告の一貫性の
確保が求められています。
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43%

18%

16%

14%

9%

調査結果（続き）

調査結果

企業の理念

企業の差別化要因

企業の競争優位性

環境、社会、その他ステークホルダー
への重大な影響

企業の強みや弱み

企業報告におけるマテリアリティとは、どのようなものだととらえているか？Q 6 .

Q 6 .

企業報告におけるマテリアリティをどのようなものだととらえているかとの質問
には、「環境、社会、その他ステークホルダーへの重大な影響」との回答が43％
と最多となりました。他方、マテリアリティを企業価値に影響するものだと
とらえる「企業の競争優位性」、「企業の強みや弱み」、「企業の差別化要因」の
3つの回答を合計すると48%となりました。環境や社会等への影響と企業への
影響で、およそ半々に回答が割れる結果となっています。
マテリアリティを考えるには、「何に対して」を明確に意識する必要があります。

その上で、自社の企業価値に対する観点と環境や社会等に及ぼす影響の観点
から、何がリスクであり、機会につながる事項なのかを分析することが大切です。
この分析を通じて、経営の意思決定や戦略遂行、モニタリング、社内外の共創関係
の構築等が、企業価値に結び付くものとなっていきます。
「自社が存在する意義、価値」を意識しながらの継続的な検討を行える体制整備
も大切なものとなるでしょう。

合計
48%

n=131
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調査結果（続き）

調査結果

33%

32%

18%

8%

7%

2%

27%

28%

25%

6%

8%

6%

統合的思考をより意識した経営

取締役会や経営者による
リーダーシップの発揮

情報収集プロセス
（ITシステムの導入を含む）の高度化

ISSB™基準等を踏まえた
開示すべきメトリクスの見直し

サステナビリティ課題に関する情報と
財務情報との一層の関連付け

報告目的に即したマテリアリティ分析の実施

企業報告全体の高度化を実現するために、貴社において重要な課題と考えられる点は？（経年比較）Q 7 .

企業報告全体の高度化を実現するための重要な課題については、2022年と比較
すると、「統合的思考をより意識した経営」と「サステナビリティ課題に関する
情報と財務情報との一層の関連付け」の2つに回答が集中し、ともに3割を超えて
います。
2023年6月末までにIFRS®サステナビリティ開示基準の公表を予定しているIFRS

財団も、国際会計基準審議会（ IASB）と国際サステナビリティ基準審議会
（ISSB）が求める報告の結合性（connectivity）を重視し、統合的思考と統合報告
の実践を推奨しています。統合的思考のもと、環境や社会的な課題等が財務状況
にどのような影響を及ぼし、その結果、企業価値にどのように影響するのかを
分析し、管理することが、今後一層求められると想定されます。

■ 2023年（n=142名） ■ 2022年（n=186名）
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